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このニュースは中央団体と県連絡会に送付しています。地域連絡会・加盟組織に送って下さい。

「食料品非課税などくらしにかかる消費税減税を」新宣伝物の活用を
　各界連は「消費税減税でくらし応援」キャンペーンの一貫として、「食料品非課税はじめくらしにかかる消費税の減税を」のポスター、のぼり、横断幕、ポケットティッシュを作製しました。24日を中心にした「全国いっせい大宣伝行動」から、大いに活用をお願いします。見本、注文書などは各界連ＨＰからダウンロードができます。
〈〈各地の11月12月行動〉〉
★悪天候のなか１０４人が大宣伝＜福岡＞　福岡県各界連は12月20日、師走の買い物客でにぎわう福岡市天神イズム前で、消費税法強行可決21年の大宣伝行動をおこないました。時折、冷たい雨が寒風とともにほおをたたく悪天候の中、福商連、福建労はじめ県労連、新婦人、年金者組合、民医連、保険医協会、民青、なくす会など多くの団体から１０４人が参加。若者がカエルのぬいぐるみで奮闘し、にぎやかな行動となりました。署名は１０４人から寄せられました。
★世論と運動の重要性を確認＜新潟＞　新潟県各界連は12月11日、新潟市で「全県地域・団体代表者会議」を開催、県内各地から約60人が参加しました。代表の能登惣五郎さん（新商連会長）のあいさつのあと、日本共産党消費税増税庶民増税阻止闘争本部の木口力さんが講演。民主党政権での税をめぐる特徴や世論調査も示して「富裕層への増税が世界の流れであり、消費税によらなくても財源があることを示し、景気対策としても有効な『消費税減税』を求める運動を強めよう』と強調しました。活動交流では、「『消費税をやめさせる会』をつくった。幅広い団体に署名を持ち込み、人口１割を達成したい」（新潟市東区各界連）、「５年前から地域で個別訪問にとりくみ、４万８千人の人口で１割を超える５２２８人分の署名を集めた。さらに人口２～３割をめざしたい」（阿賀野各界連）などの決意が出されました。参加者からは、「世論をわれわれの運動で変えていくしかない。税金は金持ち・大企業に出してもらうのが当然という世論の形成を」「運動しだいでは税制のあり方を変えられるのではないか、と思った」などの感想が寄せられました。
★北海道各界連は11月17日、総会と経済評論家の山家悠紀夫さんをむかえた講演会を開催。約90人が参加しました。山家さんは、「新しい日本へ」私たちがなすことは、西欧を例に労働者だけでなく自営業者も農民も週40時間で十分に暮らせる社会を実現すること、そのためにアメリカの壁、財界の壁、官僚の壁、マスコミの壁を突破できるかがカギ、国民いじめの消費税の本質を知らせ、減税を要求していくことなどを訴えました。各界連会長の千田さん（北商連会長）が「来年の参院選へ向け活動をさらに活発にしていこう」とあいさつしました。
◆◇鳩山内閣が22日、「２０１０年度税制改正大綱」を発表◆◇

消費税は「引き上げない」が「将来へ議論をすすめる」　　　見直しを求める各界連事務局長談話を発表
　鳩山内閣が12月22日、来年度の「税制改正大綱」を発表したことを受け、各界連は嶋岡事務局長談話を発表しました。消費税は「政権担当期間中、税率引き上げは行わない」と明記しましたが、「今後、社会保障制度の抜本改革などとあわせて検討」と、社会保障財源を前面に押し出して、将来の増税に向けて議論をすすめる姿勢を明らかにしたことを批判し、庶民の収入が減少を続け、日本経済が深刻な消費不況に陥る中、むしろ引き下げを検討すべきと主張しています。また、子ども手当や高校授業料無償化の財源として、所得税・住民税の扶養控除の廃止・縮小も打ち出したことでは、現行の人的控除の水準は最低生活を保障するにはあまりに低すぎ、拡充こそ必要であり、「手当を出すから人的控除は不要」という議論は、あまりに安易で到底、認められない、としています。最後に、新政権はいまこそ、自公政権以来の「構造改革」路線から脱却し、大企業・大資産家優遇税制の是正により、財源を生み出すべきだと訴えています。
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☆埼玉・春日部市で「消費税増税反対」請願を採択

　12月17日、春日部市議会は埼玉土建春日部支部が11月に提出していた「消費税増税に反対する意見書を国に提出すること」の請願を採択しました。これで埼玉県内での請願採択（趣旨採択含む）は鳩山町、北本市、深谷市、本庄市、北川辺町、春日部市の6自治体となりました。9月議会で継続審議となっていた戸田市は引き続き継続、新座市は12月議会で不採択となりました。

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～
参院選を視野に国会要請はじめ運動の強化をめざし、拡大運営委員会を開きます。
◎２０１０年１月22日（金）午後3時～5時（予定）、衆議院第１議員会館第4会議室　　（後日、文書を送ります）
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